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2東北⼤学附属図書館

北⻘葉⼭分館
〔理学・薬学系〕

本 館
〔教養・⼈⽂社会科学系〕

農学分館
〔農学系〕

医学分館
〔医学・⻭学系〕

⼯学分館
〔⼯学・情報科学系〕

部局図書室
（各研究科・研究所
の下に配置）

蔵書数

420万冊

電⼦ジャーナル
購読数

1万4千種

古典資料
デジタル化点数

4万5千点

左︓「史記」（孝⽂本紀 第⼗）
右︓「類聚国史」（巻第⼆⼗五）

国宝２点

狩野⽂庫
漱⽯⽂庫
ヴント⽂庫等の
貴重書コレクション



3ディジタル＋インターネット＞＞＞オープンアクセス時代

出典︓内閣府報告書「我が国におけるオープンサイエンス推進のあり⽅について」（2015.3.30）
https://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/openscience/

https://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/openscience/


4研究サイクルと論⽂出版
査読付き論文を中心とした研究の生態系とビジネス

5

• 査読付き論文の蓄積は、知を積み上げ科学を発展させてきた(on the shoulders of giants)
• 査読付き論文は研究者コミュニティにおける“通貨”の役割を果たしている
• 良い論文（通貨）をどれだけ持っているかが、評判、昇進、研究費獲得と密接につながっている

研究者

先行研究
先行研究
先行研究
先行研究

先行研究
先行研究
先行研究
先行研究

新しい知見草稿
(プレプリント) 投稿論文

研究者
（査読者）研究者

第3者による査読（ピ
アレビュー）

主に出版者の活動主に研究者の活動

近しい研究者による
事前ピアレビュー 引用着想

編集・出版

図書館

研究

購読

論文
論文
論文

ある知の体系

論文
論文
論文

ある知の体系業績報告書等

私の貢献！

出版者の
ビジネスチャンス

最新の質の高い情報をできる
だけ早く手に入れたい受信の
動機（→購読費）

お金を払ってでも論文を出し
たい発信の動機（→APC）

査読済み
論文

できるだけハイインパクトのジャーナルに載せたい ハイインパクトのジャーナルを作りたい

NISTEP 林和弘室⻑ 資料（2022.11.10）より



5研究サイクルと論⽂出版

検証
思考

論文流通

理論/
数値計算

論証

論文化

論文誌決定

プレプリント査読

出版

機関リポジトリ

実験
計測

データ
処理

客観性の獲得

論文採択
編集価値

著者版の公開

モチベー
ション

研究公正

ジャーナル問題

論文のエビデンスデータ
のオープン化

研究リテラシー

大学における研究のライフサイクルの構図の変化(2010年代前半）

KURENAI
JAIRO

5

エビデンスデータの保証

オープン化

イン
テ
グ
リテ
ィ

出版社，機関による
研究データの囲い込み

ハゲタカ論文
の問題

主
戦
場

京都⼤学 引原隆⼠理事 資料（2022.11.17）より



6商業化に巻き込まれる研究者と研究機関

先⾏研究調査

資⾦確保

実験・解析

新たな研究成果

論⽂執筆

投稿

出版

アウトリーチ

評価・分析

⽂献データベース ⽂献データベース

⽂献管理ツール

ワークフローツール
デジタル実験ノート

研究データ管理

論⽂執筆・投稿⽀援サービス

プレプリントサーバ 機関リポジトリ

出版プラットフォーム

機関リポジトリ

研究分析ツール 業績データベース研究成果評価分析ツール

研
究

ワ
ー

クフ
ロー

出典︓船守美穂（国⽴情報学研究所）．「研究のマス化」とデジタル時代における研究評価︓研究評価は変わる必要があるか．
東北⼤学附属図書館主催 「ジャーナル問題に関するセミナー」（2021/5/27）講演スライド p.127 より
https://researchmap.jp/funamori/presentations/32614368

エルゼビア社が提供する研究ツール

•エルゼビア社がM&Aを繰り返すこと
により、様々な研究ツールを整備

研究ワークフローのすべてを掌握

• 他社も同様の戦略

https://researchmap.jp/funamori/presentations/32614368


7⽇本の研究「発信⼒」低下の背景の1つとしてのOA問題

川辺浩志＠群⾺⼤学︓⽇本の科学研究を反転攻勢に向かわせる３つのポイント︔好調なドイツから学ぶ⽇本の⼤学院に
⾜りないもの. Web論座（2022年09⽉01⽇）https://webronza.asahi.com/science/articles/2022082900001.html

https://webronza.asahi.com/science/articles/2022082900001.html


8⽇本は引⽤数が少ない (Asia University Rankings 2022)
⽇本の⼤学のランキング 他国の上位⼤学と東京⼤学の⽐較

https://www.timeshighereducation.com/world-university-rankings/2022/regional-ranking

https://www.timeshighereducation.com/world-university-rankings/2022/regional-ranking


Wiley Green External 2021-10.potx

4

Wiley掲載論文にみるOA化が研究成果に与えるインパクト

1. WILEY “Wileyのデータで見るオープンアクセス(OA)論文出版の利点” 

353%

OA

OA

OA

購
読

購読

購読
平均Web
セッション数

平均フルテキスト
DL数

平均
被引用数

76%

206%

80%

Wileyが出版するOA論文(フルOA＋ハイブリッドOA)の出版後4年間のパフォーマンス比較調査結果(2015-2020)*1

Altmetricアテンションスコア
SNSやマスメディアによるメンション数などを含め
論文の社会的な影響度を測る指標

OA化で一般社会に対するPR効果も

9研究⼒「発信」としての論⽂のオープンアクセス(OA)出版

Wiley Green External 2021-10.potx

3

オープンアクセスと論文被引用数の増加

1. Heather Piwowar The state of OA: a large-scale analysis of the prevalence and impact of Open Access articles (2018) https://peerj.com/articles/4375/
2. SPARC Europe The Open Access Citation Advantage Service (OACA) https://sparceurope.org/what-we-do/open-access/sparc-europe-open-access-resources/open-access-citation-advantage-service-oaca/
3. Allison Langham-Putrow Is the open access citation advantage real? A systematic review of the citation of open access and subscription-based articles (2021) 

https://doi.org/10.1371/journal.pone.0253129
4. 日本学術振興会 科学研究費助成事業ウェブサイト https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/08_openaccess/index.htmlarticles

PROPRIETARY & CONFIDENTIAL

OACA: Open Access Citation Advantage
論文をOAにして誰でもアクセスできるようにすることで
利用される可能性が高まった結果、被引用回数も増加する

ハイブリッドOA フルOA非OA
(要購読)

0.90

1.31

0.83

異なる出版タイプ別の被引用指標の比較*1

(出版社等を問わずランダムに抽出された、WoS収録の
2009-2015年、DOIを持つ100,000論文がサンプル)

OACAが認めら
れた研究結果数

(46)

購読論文とフルOA論文を比較すると
フルOA論文の数値は低い
→フルOA誌は刊行から間もない
タイトルが多い一方、評価を
確立した著名なジャーナルの
多くは購読誌であるから？

ハイブリッドOA論文(購読誌に掲載さ
れ著者がAPCを支払うことでOAに)
は1.31となり平均より30%多くの引
用を受けている。

SPARC Europe*2

The Open Access Citation
Advantage Service (OACA)

OACAが認められな
かった研究結果数

(17)

OACAが認めら
れた研究結果数

(64)
OACAが認められな
かった研究結果数

(37)

特定条件内でOACAが
認められた研究結果数

(32)

Allison*3

Is the open access
citation advantage real?

結論なし
(7)

論文を発表した研究者自身にとっても、自らの研究成果に関する
情報発信力が高まり、様々な利点が期待されます。例えば、少し
古いデータになりますが、物理学の分野で、同じ学術誌に掲載さ
れた論文の被引用数についてOA論文とそれ以外を比較すると、
約2.5～5.8倍の差があったとする報告があります。

日本学術振興会*4

結論なし
(1)



10各国のOA論⽂の割合⽐較

Source: Clarivate Analytics WoS収録論文(全出版社)を対象, Wiley調べ

25%
27% 28%

32%

25% 24%
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23% 24%
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30% 30% 29%
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ドイツ スペイン 台湾 英国 韓国 イタリア 日本 フランス 中国 カナダ 豪州 米国 インド

2016 2020

グローバル平均: 35.3% (2020)

⽇本はグローバル平均以上のOA論⽂の割合を維持しているが、
政府や研究助成機関の⽅針を背景に欧州各国のOA化率の伸びが顕著

↑11%↑21% ↑17% ↑15% ↑10% ↑17% ↑17%



11分野別OA論⽂数の伸び率⽐較 Global vs. Japan

Source: Clarivate Analytics WoS収録論文(全出版社)を対象, Wiley調べ Wiley Green External 2021-10.potx

15

分野別OA論文数の伸び率比較 – Global vs. Japan

PROPRIETARY & CONFIDENTIAL

Global
* 2019-2020 growth rate

Japan

MULTIDISCIPLINARY
SCINCES

↑13.4%

CHEMISTRY,
MULTIDISCIPLINARY

↑33.7%

GENERAL & INTERNAL 
MEDICINE

↑21.6%

MATERIALS SCIENCE,
MULTIDISCIPLINARY

↑39.3%

BIOCHEMISTRY & 
MOLECULAR BIOLOGY

↑28.4%

MULTIDISCIPLINARY
SCINCES

↑5.2%

CHEMISTRY,
MULTIDISCIPLINARY

↑15.0%

GENERAL & INTERNAL 
MEDICINE

↑8.3%

MATERIALS SCIENCE,
MULTIDISCIPLINARY

↑14.4%

BIOCHEMISTRY & 
MOLECULAR BIOLOGY

↑16.7%
Source: Clarivate Analytics WoS収録論文(全出版社)を対象, Wiley調べ

複合科学

Wiley Green External 2021-10.potx

15

分野別OA論文数の伸び率比較 – Global vs. Japan

PROPRIETARY & CONFIDENTIAL

Global
* 2019-2020 growth rate

Japan

MULTIDISCIPLINARY
SCINCES

↑13.4%

CHEMISTRY,
MULTIDISCIPLINARY

↑33.7%

GENERAL & INTERNAL 
MEDICINE

↑21.6%

MATERIALS SCIENCE,
MULTIDISCIPLINARY

↑39.3%

BIOCHEMISTRY & 
MOLECULAR BIOLOGY

↑28.4%

MULTIDISCIPLINARY
SCINCES

↑5.2%

CHEMISTRY,
MULTIDISCIPLINARY

↑15.0%

GENERAL & INTERNAL 
MEDICINE

↑8.3%

MATERIALS SCIENCE,
MULTIDISCIPLINARY

↑14.4%

BIOCHEMISTRY & 
MOLECULAR BIOLOGY

↑16.7%
Source: Clarivate Analytics WoS収録論文(全出版社)を対象, Wiley調べ

化学 医学 材料科学 ⽣化学・分⼦⽣物学



12⽇本のOA化は遅れている



13Plan S︓欧州の即座OA化宣⾔（2018.9.4）

•欧州等の(賛同する)研究助成機関が助成した成果を即座OAに
•賛同する研究助成機関が cOAlition S コンソーシアムを形成
欧州をはじめとする28機関が参加（2022.11現在）

•助成した研究の論⽂の即座OA化を要請する Plan S を発表
• 2021年から実施 ※発表当初は2020年からとしていたが1年延期

• Plan S の原則︓以下3つのいずれかの⽅法で即時OA化
① フルOA誌で出版︓研究助成機関がAPCを補助
② ⾮OA誌で出版︓リポジトリで即時公開
③ ハイブリッド誌で出版︓当該誌が「#転換契約」に応じ、かつ、
2024年までにフルOA誌へ移⾏する場合のみ、APCを補助

https://www.coalition-s.org/organisations/


• 研究者の意識
• 伝統的なジャーナルへの信頼度＞新規OAジャーナル

• ハゲタカジャーナルは怖い……
• OA出版には⾼額な費⽤がかかる
• プレプリントの活⽤

• 図書館職員の意識
• 個別の館の事情
• 誰が全体的な交渉をするのか︖
• SPARC Japan

• 国レベルでの対応の遅れ
• ⽇本学術会議での議論（2017年、2018年）
• ⽂部科学省科学技術・学術審議会情報委員会ジャーナル問題検

討部会(2019年6⽉~2021年2⽉)

14なぜ⽇本のOA化が遅れたのか︖

欧州の即座OA化宣⾔(2018.9.4)



15⾼額研究費を獲得できないとAPCが⽀払えない

出典︓科学技術・学術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合意識調査（NISTEP定点調査2020）報告書」
（https://doi.org/10.15108/nr189）

注: 回答者は⼤学・公的研究
機関グループの現場研究者及び
⼤規模プロジェクト責任者である。
カッコ内の値は回答者数である。



⽣命科学系等ではIFがジャーナルの「格付け」として扱われている

16Impact Factor と Article Processing Charge の相関

作成︓東北⼤学附属図書館
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17海外ジャーナル出版社の寡占状況
• 上位3社で、海外ジャーナル購読⽀出の50%を占める

• 上位4社で、海外ジャーナル論⽂出版数の50%を占める

Elsevier
19.8%

Springer
Nature
15.0%

Wiley
10.1%

MDPI
6.2%

Others
48.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⼤学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）会員館の出版社別⽀出額（2021年）

⼤学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）調べ

Web of Science収録ジャーナルにおける出版社別論⽂数（2021年）

A社
26.2%

B社
13.0%

C社
11.2%

Others
29.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東北⼤学附属図書館 調べ



18⽇本からの論⽂出版（雑誌別・上位10誌 2020年）

⼤学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）「論⽂公表実態調査報告 2021年度版」による
https://contents.nii.ac.jp/sites/default/files/justice/2022-08/2021_ronbunchosa_0_20220818rev.pdf★緑字はフルOAジャーナル

雑誌名 出版社名 論⽂数 APC⽀払額
Scientific Reports ★ Nature Research 1,789 333,702,216円
PLOS ONE ★ Public Library of Science 902 160,186,681円
Japanese Journal of Applied Physics IOP Pub. / 応⽤物理学会 890 6,450,000円
Int. J. Mol. Sci. ★ MDPI 629 144,342,920円
Internal Medicine ★ ⽇本内科学会 474 0円
Physical Review B American Physical Soc. 465 2,289,900円
Biochem. Biophys. Res. Commun. Elsevier 422 13,972,400円
J. Phys. Soc. Japan ⽇本物理学会 307 7,350,000円
IEEE Access ★ IEEE 299 56,385,420円
Surgical Case Reports ★ Springer / ⽇本外科学会 298 48,961,952円
Others 74,883 4,949,808,055円
Total 81,358 5,723,449,544円

https://contents.nii.ac.jp/sites/default/files/justice/2022-08/2021_ronbunchosa_0_20220818rev.pdf


〔東北⼤学〕 ジャーナル購読と論⽂出版の⽀出上昇 19
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※APC（Article Processing Charge）
論⽂をオープンアクセスにするために出版社へ⽀払う費⽤
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(研究費等)
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① 東北⼤学の電⼦ジャーナル等購読料 ② APC⽀出額 (推定)

l 10年間で 2.7億円の増加（約1.4倍）※原価の上昇、為替の影響
l APC（論⽂掲載料）も価格上昇、⽀払額も年々増加
l このほか、研究評価・分析ツールに年間約6,500万円の⽀出 出版社は⼆重取り



20OA化の遅れが研究発信⼒低下を招く

短期的対応策としての「#転換契約」
⾃然科学研究機構 ⼩泉周 特任教授・統括URA 作成



21「転換契約」の⼀形態︓Read & Publish モデル

⼤学側の⽬的と転換契約のメリット
• READの⼀部をPUBLISH（OA化費⽤）に転換する⼀体契約により、⼤学全体の⽀出増を抑制する
• 若⼿研究者などのOA化の機会を確保し、⼤学として（Gold）OA化を推進する
契約をすすめる上での争点と課題
• 転換契約全体の総額と、OA枠の確保（ハイブリッドOA、フルOA）
• 今後の価格上昇率と契約期間
• ⼤学内での（図書館費⽤だけでない）多様な資⾦ソースの活⽤の仕組み構築

⾃然科学研究機構 ⼩泉周 特任教授・統括URA 作成

OA枠
確保

スケール
メリット



〔東北⼤学〕 学内での情報共有・意⾒交換 22

◆ 図書館サイトにジャーナル問題に関する解説を掲載
（これまで開催したセミナーの資料・動画等も掲載）

https://www.library.tohoku.ac.jp/research/journalissues.html

◆ 学内研究者・職員を対象としたセミナーの開催

□ 学術雑誌の動向に関するセミナー2019
⼤隅典⼦附属図書館⻑が学内6か所で講演（2019.4〜9）

□ ジャーナル問題に関するセミナー2020〜2022
第1回（2021.3.4）

演題︓ジャーナル問題をどのように判断するか︖
講師︓NII 船守美穂准教授

第2回（2021.5.27）
演題︓研究のマス化とデジタル時代における研究評価
講師︓NII 船守美穂准教授

第3回（2021.10.18）
演題︓トークセッション「東北⼤学のジャーナル問題を考える」
講師︓東北⼤学 河村純⼀URAセンター⻑，⽶澤彰純教授，

早川美徳教授，⼤⾕栄治名誉教授
第4回（2022.5.18）

演題︓Wiley転換契約パイロットプロジェクト説明会
講師︓東北⼤学 ⼤隅典⼦附属図書館⻑ ほか

以前から学内へ情報発信、研究者との意⾒交換の場を設定

https://www.library.tohoku.ac.jp/research/journalissues.html


23Wiley社との「転換契約」プレスリリース (2022.2.8)
⼤⼿商業出版社との転換契約は国内初

画期的な試みとして注⽬

世界に放て ⽇本発の研究成果
ワイリー社との契約転換 4⼤学が覚書締結 〔2022.2.18〕

東北⼤・東⼯⼤など、論⽂のオープンアクセス出版
に関する覚書に署名 〔2022.2.8〕

⽶学術誌と転換契約
東北⼤など、論⽂引⽤増期待 〔2022.2.23〕

⽇刊⼯業新聞
論⽂引⽤の増加期待、東北⼤などが⽶学術誌と
始める新ビジネスモデル 〔2022.3.5〕

電⼦版
論⽂オープン化で世界に発信
東北⼤など⼤⼿出版と合意 〔2022.3.9〕

〔科学記者の⽬〕 東北⼤など、論⽂オープン化で
合意 成果、世界発信 容易に 〔2022.3.31〕



24〔東北⼤学〕 Wiley社との転換契約への挑戦
打開策の⼀つとしての「転換契約」モデル
・ 購読からオープンアクセス(OA)出版への転換
・ OA出版の拡⼤、購読料の抑制を⽬指す

購読料

⼤学が⽀払
APC

著者が⽀払

購読料
相当分

APC
相当分

⼤学が⼀括⽀払

購読料
相当分

APC
相当分

購読料
相当分

APC
相当分

︻
転
換
契
約
︼

︻
従
来
)
契
約
︼

→ →

別々に⽀出

初年 ２年⽬ ３年⽬

【4⼤学とWiley社との転換契約パイロットプロジェクト】
► 契約期間︓2022年4⽉1⽇〜2024年12⽉31⽇（2年9か⽉）
► 契約条件︓購読額＋追加料⾦（2年⽬以降は⼀定の価格上昇あり）
► 閲覧条件︓Wiley社パッケージの全タイトル(約1,430誌)を全て閲覧可
► 出版条件︓Wiley社ジャーナルで、所定の論⽂数まではOA出版可

(論⽂数の枠を超過した分は割引APCでOA出版可)

【期待される効果】
► 学内研究者のAPC⽀払額を軽減するとともに、ジャーナル購読料を抑制
► 論⽂OA化促進により、研究発信⼒の強化、被引⽤数拡⼤を期待
► 研究者の⽴替払いから図書館への⼀括振替移⾏による、⽀払⼿続きの簡素化
► 今後の他出版社との転換契約拡充に対応

【東北⼤学における運⽤】
► OA出版する場合、著者がAPCの半額を負担
► 著者から徴収した⾦額を、「追加料⾦」の⽀払いと、購読料への補填に充当



25東北⼤学型「サステナブル#転換契約」
► ハイブリッド誌にOA出版する場合、著者がAPCの半額を負担
► 著者から徴収した⾦額を「追加料⾦」の⽀払い、購読料への補填に充当

【東北⼤学における運⽤】

部局事務

論⽂アクセプト OA出版申請
1)本学構成員であることを確認
2)半額負担可否を著者に確認
3)承認⼿続き

Wiley社システム
AS

(Author Services)

著者負担⾦額を
算出し、部局事務
へ振替依頼

著者負担分を
図書館へ振替

当該研究者へ
振替額を連絡

著者 図書館

► 規程 「東北⼤学オープンアクセス推進に係る論⽂掲載料⽀援制度実施要領」 を整備
► 将来的に持続可能な体制となるよう、パイロットプロジェクト期間中に検証し、評価・判断

契約年終了時
に購読費と調整

出版枠超過後は
Wiley社へ
APC(5％割引)
を追加⽀払

→
Wiley社システム
WOAA

(Wiley OA Account)

「三⽅よし」 を⽬指す 1)著者負担半減 2)購読料軽減 3)研究成果発信強化



26〔東北⼤学〕 Wiley社転換契約の状況︓2022年4〜12⽉

2018
(H30)

2019
(R01)

2020
(R02)

2021
(R03)

4か年平均 2022
(R04) 転換契約開始
1-3⽉ 4-12⽉ 合計

A) ハイブリッド誌
【2022年転換契約対象】 211 172 188 187 190 100% 55 108 100% 163

A1) OA選択 13 9 26 21 17 9% 7 45 42% 52

A2) OA⾮選択 198 163 162 166 173 91% 48 63 58% 111

B) フルOA誌
【2022年転換契約対象外】
※2023年から転換契約対象

18 26 24 41 27 11 30 41

C) 合計 229 198 212 228 217 66 138 204

※ OA論⽂（=A1+B） 31 35 50 62 44 (Cの)
20% 18 75 (Cの)

54% 93

転換契約により
OA出版率UP

※東北⼤学構成員が Corresponding Author (責任著者) の論⽂



27〔東北⼤学〕 Wiley社転換契約の状況︓2022年4〜12⽉

教授
37%

教授
29%

教授
36%

准教授
17%

准教授
24%

准教授
11%

講師
23%

講師
19%

講師
4%

助教
20%

助教
19%

助教
33%

院⽣・
学部⽣
3%

院⽣・
学部⽣
6%

院⽣・
学部⽣
11%

研究
員等
3%

研究
員等
4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参考：フルOA誌
【OA】

ハイブリッド誌
【OA⾮選択】

ハイブリッド誌
【OA選択】



28「#転換契約」 第⼆弾 Springer Nature社 (2022.11.21)

共同交渉により国内10⼤学が契約
東北⼤など国内10⼤学、シュプリンガーネイチャーとオープン
アクセス論⽂出版の促進に関する覚書に署名 〔2022.11.21〕

論⽂の無料公開促進で合意
10⼤学、国際的な学術出版社と 〔2022.11.21〕

https://www.nikkei.com/article/DGXZRSP644392_R21C22A1000000/

https://nordot.app/967361072833511424 47NEWS Yahoo!ニュース
河北新報 東京新聞 神奈川新聞 神⼾新聞福井新聞 ⼭陽新聞⼤阪⽇⽇新聞

論⽂のオープンアクセス出版拡⼤ 研究成果の周知加速
10⼤学がシュプリンガー・ネイチャーと転換契約で合意

〔2022.11.25〕
https://sci-news.co.jp/topics/6916/

北海道新聞

研究論⽂誌の転換契約 東⼤など10⼤学
オープンアクセス推進 〔2022.11.24〕

⽇刊⼯業新聞 東⼤・早⼤・東北⼤・東⼯⼤…10⼤学が研究論⽂誌の転換
契約で試験プロジェクトを始める狙い 〔2022.12.13〕

https://newswitch.jp/p/34962

膨らむ学術論⽂の負担
〔とれんど 論説委員 ⼭⽥哲朗〕 〔2023.1.7〕

https://www.nikkei.com/article/DGXZRSP644392_R21C22A1000000/
https://nordot.app/967361072833511424
https://www.47news.jp/8599307.html
https://news.yahoo.co.jp/articles/f1071afab7f1fb1f7982f35683cf485f3f53c670
https://kahoku.news/articles/knp2022112101000862.html
https://www.tokyo-np.co.jp/article/215282
https://www.kanaloco.jp/news/culture/bunka/article-951585.html
https://www.kobe-np.co.jp/news/zenkoku/compact/202211/0015828128.shtml
https://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/1673302
https://www.sanyonews.jp/article/1332923
https://www.nnn.co.jp/dainichi/knews/221121/20221121095.html
https://sci-news.co.jp/topics/6916/
https://www.hokkaido-np.co.jp/article/763706/
https://newswitch.jp/p/34962


• ドイツ Projekt DEAL
• ⼤学学⻑協会主導、2019年 ワイリー社とRead & Publish契約締結

•⽶国 カリフォルニア⼤学
• 2021年 エルゼビア社と転換契約
• 著者に⼀定額のAPC⽀援（Multi-payer model）

• OA出版⽀援協定（COPE） ハーバード⼤学、MIT 、CERN等

•研究費助成機関による⽀援（e.g., 英国の包括的補助⾦）
• 前年度実績に基づき、⼤学毎にAPCをブロックグラントで助成し、

⼤学から研究者に還元

29各国の論⽂OA化⽀援策

参考︓船守美穂NII准教授作成、RU11懇談会⽤資料（2019.5.8）
https://researchmap.jp/funamori/presentations/10069458

https://researchmap.jp/funamori/presentations/10069458


30海外の論⽂OA化⽀援策の事例︓イギリス
英国助成機関䛾OAブロックグラント

 前年度実績に基づき、大学毎にAPC
をブロックグラントで助成し、各大学
において研究者に還付する仕組み。

36

合計 完全OA ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ

ブロックグラント
供与額

21億円
（￡14M）

APC助成がなされた
総論文数

約1万本 2.5千本 7.5千本

APC平均額 29万円
（￡1988）

24万円 31万円

RCUK䛾APC助成額 27億円
（￡18M）

6億円* 23億円*

英国OAブロックグラント付与実績（2016/17年度）

UCL 2.4億円 (￡1.63M)

ケンブリッジ大学 1.9億円 (￡1.27M)

マンチェスター大学 1.6億円 (￡1.08M)

オックスフォード大学 1.3億円 (￡0.91M)

エジンバラ大学 1.3億円 (￡9.88M)

シェフィールド大学 0.9億円 (￡0.62M)

グラズゴー大学 0.9億円 (￡0.61M)

ウォーウィック大学 0.7億円 (￡0.50M)

リーズ大学 0.7億円 (￡0.48M)

ブリストル大学 0.7億円 (￡0.48M)

OAブロックグラント供与額

上位10大学

日本䛿年間

約1.6万本が
APC28億円推計で

OA出版される J㼁㻿㼀ICE推計
（2016年分）

㻿ource: 㻾C㼁K Open Access Block Grant analysis August 2013-July 2017
https://www.ukri.org/files/funding/oa/rcuk-apc-returns-analysis-2016-and-2017-pdf/

㻿ource: 㼁K㻾I, “2016-2017 block grant awards”
https://www.ukri.org/files/legacy/oadocs/open-access-block-grants-2016-17-pdf/

（* 実支出額）

論文総数䛾
約30％がOAだから、
最終的に䛿90億円

あれ䜀良い？

船守美穂「電⼦ジャーナル問題の新局⾯と⽇本の⼤学に求められる対応」 UR11懇談会⽤資料（2019.5.8）
https://researchmap.jp/funamori/presentations/10069458



31海外の論⽂OA化⽀援策の事例︓オーストリア

池内有為「各国のAPC⽀援策とセーフティネットの整備状況」 ジャーナル問題検討部会資料（2020.7.20）
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/20200727-mxt_jyohoka01-000008814_01.pdf

https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/20200727-mxt_jyohoka01-000008814_01.pdf


32⽶国、即座OAの⽅針を発表（2022.8.25）

•⽶国の公的資⾦による研究成果(論⽂＋根拠データ)を即座OAに
•⽶国⼤統領府科学技術政策局（OSTP）が⽅針を発表
遅くとも2025年末までに施⾏
•⽶国の研究助成機関は、1億ドル以上の研究助成は180⽇以内に、
1億ドル未満は360⽇以内に「即時OA」の実施計画の提出義務
• 論⽂︓出版後、即座にリポジトリで⼀般公開（エンバーゴ・時間差なし）
論⽂の根拠データ︓論⽂出版と同時に公開

※ これまで︓OSTPが2013年2⽉に公的助成研究成果OA指令を公表
→ 対象となる22の連邦機関すべてが研究成果物のパブリックアクセス⽅針を策定
→ しかし、多くの場合、12か⽉のエンバーゴ期間があり、即座OAではなかった



33⽇本の研究発信⼒回復のための即効薬は︖
「⼤学の研究⼒及び国際競争⼒強化のための知的インフラ再構築について
〜 ジャーナル等の学術情報流通の保証 〜」（2023年2⽉7⽇ 国⽴⼤学協会 教育・研究委員会）

研究⼒の基盤となるジャーナルへのアクセスを含めた学術情報流通の保証及び研究発信⼒の
強化のためのオープンアクセス、さらにはオープンサイエンスの推進を国家戦略として位置づけ、
（中略）具体的な取り組みを国のイニシアチブのもとで強⼒に⾏うことを求める。

【具体的な取り組み】（案）

1. 助成⾦による研究成果の即時OAの義務化
2. APC（OA論⽂掲載料）の⽀援
3. 電⼦ジャーナル・バックファイルのアクセス保証



34具体的な取り組み（案）

1. 助成⾦による研究成果の即時OAの義務化
• 公的研究助成機関から助成を受けた研究の論⽂（及びその根拠データ）を即時に

OA化することを義務付ける。
• ゴールドOA（出版社・学会のジャーナルサイトからの公開）または

グリーンOA（機関リポジトリ等での公開）とする。

2. APC（OA論⽂掲載料）の⽀援
• 国がAPCを⽀援することにより、⽇本から発信する論⽂のOA化を加速させる。

3. 電⼦ジャーナル・バックファイルのアクセス保証
• 国内の全⼤学が、主要ジャーナルのバックファイル（電⼦ジャーナルのバックナンバー）を
利⽤できるように、国で⼀括契約する（ナショナルライセンス）。



35⽇本の研究者が公表する論⽂のAPC所要額の試算

年間 210億円
※ただし、#転換契約の活⽤により、⾦額は半分以下に抑えられる可能性あり

（内訳）フルOA誌掲載論⽂ 2万件 × APC平均 24万円 ＝ 48億円

＋ ハイブリッド誌掲載論⽂ 5.4万件 × APC平均 30万円 ＝ 162億円

（ハイブリッド誌掲載論⽂を全てOAにする場合）

⼤学図書館コンソーシアム連合(JUSTICE) 「論⽂公表実態調査 2021年度」（2022年3⽉29⽇）
の2020年数値に基づき、東北⼤学附属図書館が試算



36今後に向けての議論︓オープンサイエンスの推進

https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-25-k335.pdf

「回答 研究DXの推進 –特にオープンサイエンス、データ利活⽤推進の視点から-
に関する審議について」（2022年12⽉23⽇ ⽇本学術会議）

【提案1】 研究者が容易に利⽤可能な研究データプラットフォームの構築
【提案2】 データプロフェッショナルの育成と多⾯的な研究評価の実現
【提案3】 モニタリング機構に基づくデータ駆動型研究の不断の改善
【提案4】 研究⾃動化(ARW)に向けた情報技術、計算資源の集約
【提案5】 分野を越えた連携を実現するFAIR原則の追求
【提案6】 法制度⾯でのデータガバナンスの構築
※⽇本学術会議「オープンサイエンスを推進するデータ基盤とその利活⽤に関する検討委員会 オープンサイエ

ンス企画分科会 オープンサイエンス・データ利活⽤推進⼩委員会」が内閣府の依頼を受けて審議した内容

https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-25-k335.pdf


37世界とともにあるサステナブルな学術情報流通のために

CSTI⽊曜会合(2022/11/24)
内閣府科学技術・イノベーション
推進事務局作成資料

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20221124/siryo1-1.pdf

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20221124/siryo1-1.pdf


38G7におけるオープンサイエンス検討

CSTI⽊曜会合(2022/11/24)
内閣府科学技術・イノベーション
推進事務局作成資料

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20221117/siryo1-1.pdf

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20221117/siryo1-1.pdf


39研究評価に関するサンフランシスコ宣⾔（DORA）

https://sfdora.org/read/read-the-declaration-japanese/

• 2013年5⽉ 公表
（⽶国細胞⽣物学会(ASCB) 2012年

年次⼤会での議論を基にとりまとめ）

• 論点
Ø 論⽂の質を測る尺度としてインパクト

ファクターを⽤いるのは誤りであり、
研究者の評価に⽤いるべきではない

Ø雑誌ベースではなく研究⾃体の価値に
基づく評価の必要性

Ø オンライン出版が提供する機会を⼗分に
活⽤する必要性

• ⽇本からも約10団体が署名
（⽇本分⼦⽣物学会ほか）

https://sfdora.org/read/read-the-declaration-japanese/


• オープンデータとオープンアクセスを合わせて論じる必要性

•⾏き過ぎた商業化にどのように対応すべきか︖
• ゴールドOA vs グリーンOA

•多様なステークホルダーの協⼒

•研究インテグリティの担保

•⾃由と包摂性の涵養

40学術・科学の健全な発展のために

国⽴国会図書館
HPより https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20221117/siryo1-2.pdf

https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20221117/siryo1-2.pdf

